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撮影者︓みなみ（⽔俣川）「つぶやき写真コンテスト児童⽣徒の部・優秀賞」 



 
 

 ⽇頃より、⼀般社団法⼈建設コンサルタンツ協会並びに同九州⽀部の活動に格別
  理解  ⽀援 賜  厚 御礼 申 上     
 
 当九州⽀部は、九州・沖縄の8県全てに会員を有し、その総数は153社（5⽉ 1
⽇現在）を数える国内最⼤規模の⽀部として、創設 51 年⽬ 迎     継続 
成⻑                 関係  皆    ⽀援 賜物 深 感謝申 
上げます。  
 
   組織⼒ 背景  会員相互並  関係諸機関 地域 皆様 連携     
会員各社の得意分野を中⼼にして、九州・沖縄地域で暮らす 14 百万⼈を超える
⼈々 安全 安⼼ 確保    基盤   道路 鉄道 空港 港湾 河川    
上下⽔道   社会資本整備    企画 調査 設計 施⼯監理等 業務 事

業者の技術的パートナーとして活動しています。  
 
 ここ九州・沖縄では、2016 年 熊本地震 復興途上   中  2017 年 7 ⽉ 九州北部豪⾬災害 同 9 ⽉の
台⾵ 18 号災害等        多  ⼈的被害 発⽣  公共⼟⽊施設  甚⼤ 損失 ⽣     更  昨年
 ⻄⽇本豪⾬災害  九州北部 中⼼ ⼟砂災害等 ⾒舞           忘  間 なく連続的に発⽣する
災害  影響    未 避難⽣活 余儀         被災者 ⽅々 多  喪失 被災       復興 地
域の再⽣に向けて会員各社はもとより、⽀部としても積極的な対応を継続しているところです。最前線で活動する会員
各社  後⽅⽀援 加  個社 枠 超  連携強化 ⾏  業界全体    取組 成果 積上       従
来 増  強 求      時  認識   ⽀部⼀丸    活動       
 
    ⽀部活動 復旧 復興⽀援以外          掲載       多岐         ⼤規模災害発
⽣時 備  国 ⾃治体等  災害協定締結 始    危機管理事前活動      会員会社 技術⽔準 経
営⽔準の向上を⽬指した研修等の諸施策をはじめ、⽀部の独⾃活動である「夢アイデア事業」を通じて、地域の皆様と
      暮  ⼈々 笑顔    地域社会 育成⽀援活動 ⾏           両⾯ 広 意味 社会資
本の形成に努めています。 更 本年 4 ⽉ 施⾏   改正労働基準法 踏   働 ⽅改⾰ 推進   全⼒  
げて取り組んでいるところです。 
 
 我 国 現状  ⼈⼝減少 少⼦⾼齢化      ⽼朽化 多発  ⼤規模災害 地政学上     増⼤等 
取 巻 環境 近年⼤  変化  今   経験       領域 向   急速 進      我々建設    
タントは、過去と現在の客観的事実に基づいて、明⽇へ続く社会を構築する技術・技法の供給源として⽇々研鑽に努
  発注者    ⾏政機関 地域 皆様 頼   －       国⺠ 常 必要    公器     活動  
ことをその使命としています。  
 
 引き続     ⽀部 会員各社 対   理解 ⼀層  ⽀援  願         気   点 関      
要望  意⾒ 賜  幸甚        

 
令和元年５⽉ 

⼀般社団法⼈ 建設コンサルタンツ協会九州⽀部 
⽀部⻑ 
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         総務委員会  委員長１名、副委員長 2名 
              委 員 長：藤山  勤（第一復建） 

副委員長：筬島 聖二（日本工営） 
副委員長：長尾 智洋（西鉄ｼｰ･ｲｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 

企画委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：池田 好克（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 
副委員長：小林 博昭（西日本技術開発） 
副委員長：安永信一郎（国土技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 

女性技術者委員会  委員長１名、副委員長２名 

委 員 長：筌瀬明日香（建設技術研究所） 
副委員長：柿原 ゆり（東京建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）  
副委員長：佐藤 睦美（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ）  

若手技術者委員会  委員長１名、副委員長 2名 
委 員 長：倉原 謙介（玉野総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
副委員長：石橋 俊将（西日本技術開発） 
副委員長：太刀掛正俊（長大) 

広報委員会  委員長１名、副委員長 2名 
委 員 長：北岡 大記（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 
副委員長：山崎 祐一（日本工営) 
副委員長：水戸 祐二（長大) 

対外活動委員会  委員長１名、副委員長 4名 
委 員 長：鶴田 芳昭（東京建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
副委員長：野上 和彦（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
副委員長：小原 淳一（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ） 
副委員長：松嶋 憲昭（扇精光ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
副委員長：中島 隆信（建設技術研究所） 

 防災委員会  委員長１名、副委員長 2名 

委 員 長：能見 忠歳（応用地質) 
副委員長：陣内 和久（第一復建） 
副委員長：岡本 憲治（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 

河川技術委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：松田 如水（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)  
副委員長：西島  武（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ） 
副委員長：杉本 博幸（いであ） 

道路技術委員会  委員長１名、副委員長３名 

委 員 長：田中 智行（中央ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) 
副委員長：西村 一朗（長大） 
副委員長：石倉  昇（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) 
副委員長：田口 直樹（綜合技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 

 環境・都市等技術委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：和泉 大作（建設技術研究所） 
副委員長：前田  武（復建ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ) 
副委員長：大濱 淳司（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ) 

講師派遣委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：森山 秀馬（第一復建)  
副委員長：宮本 一史（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ) 
副委員長：田中 秀昭（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 

情報委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：山田 敏久（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 
副委員長：津田 雄則（建設技術研究所） 
副委員長：三笠 真吾（西日本技術開発） 

品質向上委員会  委員長１名、副委員長２名 
委 員 長：高山 淳一（大日本ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
副委員長：黒田 兆次（建設技術研究所) 
副委員長：畑  秀明（千代田ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 

 夢アイデア企画委員会  委員長１名、副委員長 3名 
委 員 長：鷹羽  誠（東亜建設技術） 
副委員長：平野  巌（東亜建設技術） 
副委員長：荒井 和久（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
副委員長：外山 秀人（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ) 

 夢アイデア実行委員会 委員長１名、副委員長 2名  
 委 員 長：白石 悦二（日本工営） 
 副委員長：福満 孝博（玉野総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 
 副委員長：待田 和幸（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) 

災害対策委員会   委員長１名、副委員長 2名 

委 員 長：福島 宏治（福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
副委員長：田中  清（第一復建) 
副委員長：廣澤  遵（建設技術研究所) 

各県部会 

部会長: 

薮内(ｵﾘｺﾝ） 

副部会長: 

立石(福山) 

中野(西鉄 CE) 

合志(九州技術開発）

柿原(日進 C） 

椎葉(水野建設） 

野尻(晃和 C） 

山内(大進) 

総 会 支部役員会

（三役会議）

総務・企画部会 

支 部 長 

副支部長 

支部理事 

支部監事 

技術部会 

部会長:中川(西技） 

副部会長:山田(ｵｰﾋﾞｯﾄ） 
三重野(復建調査） 

事務局 

部会長: 

上杉（八千代）

副部会長: 

山口（玉野） 

中島（長大） 

対外活動部会 

部会長: 

 渡邊(日本工営) 

副部会長: 

 田上(基礎地盤 C) 

 細野(いであ） 

夢アイデア部会 

特別部会 

支部役員 

支部長 福島 宏治 福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

副支部長 田中  清 第一復建 

副支部長 廣澤  遵 建設技術研究所 

支部理事 山田 益司 ｵｰﾋﾞｯﾄ 

支部理事 薮内 一彦 ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 

支部理事 田上  裕 基礎地盤ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 

支部理事 山口 貴康 玉野総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

支部理事 中島 城二 長大 

支部理事 中川  裕 西日本技術開発 

支部理事 渡邊 俊光 日本工営 

支部理事 立石 亮祐 福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

支部理事 三重野秀信 復建調査設計 

支部理事 上杉 泰右 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ 

福岡(理事) 中野 安久 西鉄ｼｰ･ｲｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

佐賀（理事）合志  勉 九州技術開発 

大分(理事) 柿原 俊二 日進ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

熊本(理事) 椎葉 晃吉 水野建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

宮崎(理事) 野尻 周男 晃和ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

鹿児島(理) 山内 康功 大進 

監 事 藤田 茂久 東亜建設技術 

監 事 細野 典明 いであ 

令和元年 7月 1日現在 

事務局長 吉田鉄治 

事務局員 谷崎智美 

事務局員 羽生徳子 

地域部会 

部会長:野尻(晃和 C）、副部会長：山内（大進）

02 ⽀部組織図 

部会長:福島(福山） 
副部会長:田中(第一復建） 

廣澤(建技） 
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 近年の地球温暖化に伴う異常気象等により、我が国では毎年甚大な自然災害が発生し、各地に甚大な被害を

もたらしています。九州においても例外ではなく、2012 年の九州北部豪雨、2016 年の熊本地震、2017 年の再

度の九州北部豪雨、そして昨年 2018 年 7 月の西日本豪雨などが記憶に新しいところです。九州地方整備局や

関係自治体の行政機関では、これらの災害から住民の安心・安全を確保してゆくために、さまざまな対応を行

っております。また、我々建設コンサルタントは、災害対応を行う行政機関に対して速やかに協力できるよう

に、災害協定を締結して支援を行っており、防災・減災対策の推進に向けて協力しています。さらに、災害を

未然に防ぐために総事業費約 7兆円の「防災・減災、国土強靭化のための 3 ケ年緊急対策」が掲げられたとこ

ろです。この緊急対策事業の達成に向け上位計画を担う建設コンサルタントの役割はますます重要となります。 

 我々建設コンサルタントは、国民の安心・安全な暮らしを支える強靭で持続ある国土形成のために、社会資

本の確実な整備と維持管理の計画的・持続的推進が重要である認識のもと、この役割を担うために優れた品質

の成果物を継続的に提供していくことが、発注者のパートナーとして与えられた社会的使命であると考えてい

ます。 

 

 一方、我々をとりまく環境として、長年続いてきた公共事業の削減によって「建設コンサルタント企業の健

全な発展」および「技術者の魅力向上と展望ある成長」が阻まれる状況にありました。しかし、ここ 10 年間

の公共事業費の下げ止まり、7年連続での設計業務技術者単価の上昇、2014 年の公共工事品質確保促進法の制

定など建設コンサルタントにとって明るい兆しが見えてきました。さらに 2019 年にはこの品確法の改正が行

われます。改正案は「災害時の緊急対応の強化」、「働き方改革の推進」、「生産性の向上」が柱となり、これま

で“工事に準ずる”扱いとされてきた“調査等（測量、地質調査、点検・診断を含むその他調査、設計）業務”

の品質の確保対応も明確化されています。我々は、改正品確法の基本理念である「適正な利潤を確保」しつつ、

「担い手の中長期的な育成・確保」と「公共工事の品質確保」を実現するための具体的な方策を掲げて活動す

る必要があります。さらに、建設現場の生産性向上等を目指して平成28年1月に打ち出された「i-Construction」

施策は、現場の測量から、設計、施工、検査までに至る建設プロセス全体に ICT 技術を導入・活用する事によ

り生産性向上を図るもので、建設コンサルタントにもその対応が求められてきています。 

 

 そのような状況にある中、我々は発注機関とのパートナーシップの維持向上と相互理解を図るとともに、会

員企業共通の課題認識とその解消、さらに魅力ある職業としての確立等に向けて、①経営の安定と就業環境の

改善、②技術力と品質の確保・向上および生産性の向上、③社会的な認知度の向上等に協会全体で取り組んで

いく必要があります。 

 

  以上の状況を踏まえ、建設コンサルタンツ協会九州支部の 2019 年度事業は、以下の運営方針で進めてま

いります。 

 

（１）建設        ⼀層 魅⼒向上 向  総合的 環境整備 
   ① 発注機関との意見交換会の開催と「要望と提案」の提起 

   ② 経営の安定化と就業環境の改善および職業基盤確立のための環境整備 

   ③ 若手・女性技術者がより働きやすく、活躍できる職場環境作りの推進 
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（２）技術⼒ 品質 確保 向上 促進 
   ① 各技術分野における技術力と品質の確保・向上施策の実施 

   ② 生産性向上等各種の施策や先進技術等の情報提供と取組みの促進 

   ③ 受発注者それぞれの役割を踏まえた今後の維持管理事業への取組みの促進 

 
（３）広報活動の強化と社会貢献活動の推進 
   ① 建設コンサルタントの社会的役割と意義および業務内容等の産学官一体となった広報活

動の強化 

   ② 災害支援活動の充実と防災技術に関わる各種情報等の提供 

   ③ 各種社会貢献活動等の継続と充実（夢アイデア交流会、講師派遣等含む） 

 
（４）職業倫理 保持 法令遵守 徹底 
   ① 職業倫理の保持について啓蒙活動の推進 

   ② 法令遵守の徹底と課題発生時における助言・支援等 

   ③ 労働法制改正への対応支援 

 
（５）会員        便益向上 ⼀層 促進 
   ① 上記４項目による便益についての理解の促進 

   ② 企業経営等に関わる各種研修会・講習会による情報提供 

   ③ 各県部会所属会員のためのサテライト講習会の拡充 

 
 
[補足説明] （各方針の具体的内容については別紙参照） 

１）事業運営の大きな柱として、（１）・（２）・（３）を立てる。（１）は建設コンサルタント事業の

根幹に関わる方針、（２）は当該事業の立脚点である技術力と品質に関わる方針、（３）は当該事業

の社会的位置と貢献に関わる方針である。 

２）（４）は建設コンサルタント事業を営む上での絶対的条件である職業倫理と法令遵守に関わる

方針である。 

３）（５）は特に会員の便益向上の一層の促進に関わる方針である。 
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 近年の地球温暖化に伴う異常気象等により、我が国では毎年甚大な自然災害が発生し、各地に甚大な被害を

もたらしています。九州においても例外ではなく、2012 年の九州北部豪雨、2016 年の熊本地震、2017 年の再

度の九州北部豪雨、そして昨年 2018 年 7 月の西日本豪雨などが記憶に新しいところです。九州地方整備局や

関係自治体の行政機関では、これらの災害から住民の安心・安全を確保してゆくために、さまざまな対応を行

っております。また、我々建設コンサルタントは、災害対応を行う行政機関に対して速やかに協力できるよう

に、災害協定を締結して支援を行っており、防災・減災対策の推進に向けて協力しています。さらに、災害を

未然に防ぐために総事業費約 7兆円の「防災・減災、国土強靭化のための 3 ケ年緊急対策」が掲げられたとこ

ろです。この緊急対策事業の達成に向け上位計画を担う建設コンサルタントの役割はますます重要となります。 

 我々建設コンサルタントは、国民の安心・安全な暮らしを支える強靭で持続ある国土形成のために、社会

資本の確実な整備と維持管理の計画的・持続的推進が重要である認識のもと、この役割を担うために優れた品

質の成果物を継続的に提供していくことが、発注者のパートナーとして与えられた社会的使命であると考えて

います。 

 

 一方、我々をとりまく環境として、長年続いてきた公共事業の削減によって「建設コンサルタント企業の健

全な発展」および「技術者の魅力向上と展望ある成長」が阻まれる状況にありました。しかし、ここ 10 年間

の公共事業費の下げ止まり、7年連続での設計業務技術者単価の上昇、2014 年の公共工事品質確保促進法の制

定など建設コンサルタントにとって明るい兆しが見えてきました。さらに 2019 年にはこの品確法の改正が行

われます。改正案は「災害時の緊急対応の強化」、「働き方改革の推進」、「生産性の向上」が柱となり、これま

で“工事に準ずる”扱いとされてきた“調査等（測量、地質調査、点検・診断を含むその他調査、設計）業務”

の品質の確保対応も明確化されています。我々は、改正品確法の基本理念である「適正な利潤を確保」しつつ、

「担い手の中長期的な育成・確保」と「公共工事の品質確保」を実現するための具体的な方策を掲げて活動す

る必要があります。さらに、建設現場の生産性向上等を目指して平成28年1月に打ち出された「i-Construction」

施策は、現場の測量から、設計、施工、検査までに至る建設プロセス全体に ICT 技術を導入・活用する事によ

り生産性向上を図るもので、建設コンサルタントにもその対応が求められてきています。 

 

 そのような状況にある中、我々は発注機関とのパートナーシップの維持向上と相互理解を図るとともに、会

員企業共通の課題認識とその解消、さらに魅力ある職業としての確立等に向けて、①経営の安定と就業環境の

改善、②技術力と品質の確保・向上および生産性の向上、③社会的な認知度の向上等に協会全体で取り組んで

いく必要があります。 

 

  以上の状況を踏まえ、建設コンサルタンツ協会九州支部の 2019 年度事業は、以下の運営方針で進めてま

いります。 

 

 近年我が国の広範囲の地域において自然災害が多発しています。平成 27年には北関東豪雨、28年には熊本

地震、九州豪雨、東北・北海道水害、鳥取県中部地震、29 年には九州北部豪雨、30 年には大阪府北部地震、

西日本豪雨、北海道胆振東部地震などが発生し、とりわけ九州地域においては、毎年地震、豪雨、台風被害な

どが続いています。これらの全国規模の自然災害に対する国土強靭化や防災・減災対策の推進および被災地に

おける復旧・復興等の社会的重要性は、従来にも増して強く認識されるものとなりました。今後も南海トラフ

巨大地震や首都直下地震などの発生が予想され、万全の対策が求められる状況です。  

平成 30 年度事業報告 03 
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 また、高度経済成長期に整備された社会資本の老朽化に対する適切な維持管理、長寿命化、更新等の必要性

に対する社会的認識も一層高まり、我が国における財政事情の厳しさはありながらも、もはや遅滞の許されな

い状況となっています。これらの社会資本に関わる喫緊の課題に対して、建設コンサルタントの果たすべき社

会的役割はますます増大しています。  

近年におけるこれらの課題認識のもと、平成 25 年には「強くてしなやかな国民生活の実現を図るための防

災・減災等に資する国土強靭化基本法」が成立し、同時に「南海トラフ巨大地震対策特別措置法案」、「首都直

下地震対策特別措置法案」も可決されました。さらに「インフラ長寿命化基本計画」も策定され、建設コンサ

ルタントが対処すべき領域についての制度的バックボーンとなる一連の法整備がなされました。 

 

これらの社会的情勢を踏まえて、平成 26 年 6 月には改正品確法が施行され、「建設分野における担い手の中

長期的な育成・確保の促進」を趣旨として、発注者責務である適正な利潤が確保できる予定価格の設定、計画

的な発注、適切な工期設定等が明確に規定されるとともに、関係主体が取り組むべき事項等が明示されました。

これを受けて、同年 9 月には「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇

談会」が設置されました。本会は、信頼性の高い良質な社会資本整備のための企画、調査、計画、設計、施工、

維持管理などの事業の流れと、これらを執行していく主体の関わり方および相互の関係等を包括する建設生産

システムの改善について議論することを目的としています。特に建設コンサルタント業務については、「調査・

設計等分野における品質確保に関する懇談会」が 25 年度以降継続的に開催され、種々の施策等が実施に移さ

れています。さらに、27 年 1 月には国土交通省策定による運用指針が公共工事品質確保関係省庁連絡会議に

おいて取り決められ、その後種々の公共事業発注機関において履行促進が図られています。 

 

また一方では、永年の懸案である長時間労働の改善や、女性活躍推進法を踏まえた女性技術者のための環境

整備、労働と生活の調和を目指すワークライフバランスの推進など、「働き方改革」が社会全般の重要課題と

してクローズアップされ、建設コンサルタント業界においても、これらへの取組みが大きな社会的要請事項と

なっています。とりわけ本業界では、若年層の離職が多く、その抑制を最重要課題として取り組みつつ、女性

技術者が働きやすく活躍できる条件の更なる整備や技術の伝承を含めたシニア層の一層の活用推進など、将来

の担い手の確保・育成のための労働環境改善が喫緊の課題となっています。 

平成 30 年 6 月には、働き方改革関連法（「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」）案

が可決され、建設コンサルタントの属するサービス業については、その施行は 31 年 4 月 1 日と決定されまし

た。残業時間の上限規制を超えた場合には、法的に罰則を受けるのみならず、指名停止など極めて重いペナル

ティが課せられることから、正しく猶予のない厳重な取組みが要請される状況となりました。 

 

建設コンサルタント業界の企業経営面を概観すると、平成 26 年度以降、公共事業予算は安定的に推移し、

また同期間における技術者単価は継続的に引上げられるとともに調査・設計積算基準も改定されるなど、経営

環境は良好に推移しました。そのため 24 年度から 26 年度にかけて会員会社の業績は全般的に回復基調となり

ましたが、27 年度・28 年度と続いて 1 社あたりの平均売上高・営業利益率が減少に転じました。その後 29

年度は再び上昇しましたが、それが今後も継続するのか、変動の要因も含めその動向を慎重に注視すべき状況

にあります。 

 

以上のような建設コンサルタント業界を取り巻く状況とその実態を踏まえると、本業界が対処すべき根幹的

課題は以下のように整理され、これらへの取組みを一層強く推進していく必要があります。 

（１）企業経営の安定と処遇改善に向けての環境整備 

（２）建設産業全体の働き方改革と生産性向上に向けた受発注者協働による取組み強化 
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（３）人材の確保・育成と新たな事業推進形態の環境整備 

すなわち、具体的には、 

（１）については、安定的な事業量の確保と技術者単価の継続的な引き上げ、実態に即した歩掛・積算体系

への改善および整備 

（２）については、履行期限（納期）の平準化と標準履行期間の確保への取組み強化の取組強化、受発注者

協働によるワークライフバランスの改善に向けての施策の推進・強化、BIM/CIM や３次元情報管理の推進・普

及による計画・設計・施工・維持管理に係る生産性向上、広域災害における迅速かつ適切な災害対応と改正労

働基準法遵守との両立 

（３）については、若手技術者・女性技術者の活用・育成のための入札・契約制度の工夫改善の推進、生産

性向上と品質向上に資する新たな事業推進形態（建設コンサルタントが担う事業促進 PPP、監理業務[PM・CM]

等）の拡大と制度改善 

に取り組んでいくことが必要です。 

上記のような課題認識に基づき、平成 30 年度においても、九州支部は本部との緊密な連携のもと、国土交

通省九州地方整備局、内閣府沖縄総合事務局、沖縄県を含む管内 8 県および 3 政令指定都市と意見交換会等を

開催し、これらを通じて種々の課題解決に向けた取組みを行いました。とりわけ九州地方整備局とは実務者に

よる業務円滑化調整会議を 26 年度より継続して開催しており、その協議を踏まえつつ新たな試行業務など適

切な改善策の実施も進んでいます。 

しかし、課題はなお多く、九州支部全体が一体となって、さらに一層の努力を進めていく必要があります。

そのような観点から、30 年度には次に示す運営方針を掲げ、会員各位のご尽力を頂きながら、様々な事業活

動を展開して参りました。 

 

 

[ 平成 30 年度運営⽅針 ] 
（１）魅⼒  建設        向  総合的 環境整備 
   ① 発注機関との意見交換会の開催と「要望と提案」の提起 

   ② 経営の安定化と就業環境の改善および魅力ある職業の確立のための環境整備 

   ③ 若手・女性技術者が働きやすく、活躍できる職場環境作りの推進 

 

（２）技術⼒ 品質 確保 向上 促進 
   ① 各技術分野における技術力と品質の確保・向上施策の実施 

   ② 生産性向上等各種の政策や先進技術等の情報提供と取組みの促進 

   ③ 受発注者それぞれの役割を踏まえた今後の維持管理事業への取組みの促進 

 

（３）広報活動の強化と社会貢献活動の推進 
   ① 建設コンサルタントの社会的役割と意義および業務内容等の産学官一体となった広報活動の強化 

   ② 災害支援活動の充実と防災技術に関わる各種情報等の提供 

   ③ 各種社会貢献活動等の継続と充実 

 

（４）職業倫理 保持 法令遵守 徹底 
   ① 職業倫理の保持について啓蒙活動推進 

   ② 法令遵守の徹底と課題発生時における助言・支援等  

 

（５）会員        便益向上 ⼀層 促進 
   ① 上記４項目による便益について再認識の促進 

   ② 企業経営等に関わる各種研修会・講習会による情報提供 

   ③ 各県部会所属会員のためのサテライト講習会の拡充 
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 （九州支部創立５０周年記念事業の準備と実施） 

 

 [補足説明]  

１）事業運営の大きな柱として、（１）・（２）・（３）を立てます。（１）は建設コンサルタント事業の

根幹に関わる方針、（２）は当該事業の立脚点である技術力と品質に関わる方針、（３）は当該事業の

社会的位置と貢献に関わる方針です。 

２）（４）は建設コンサルタント事業を営む上での絶対的条件である職業倫理と法令遵守に関わる方針

です。 

３）（５）は特に会員の便益向上に関わる方針です。 

 

具体の事業活動については、支部役員会での審議結果に基づき、総務・企画部会、対外活動部会、技術部会、

夢アイデア部会、特別部会、地域部会の 6 部会とその下部組織である合計 17 の委員会が中心となり、会員会

社や事務局の支援・協力のもと、自律的かつ積極的な活動を展開して参りました。 

これらの活動に対する広範な支持と賛同もてつだって、九州支部の会員数は、平成 30 年度末には 153 社（本

社会社 99 社、支社会社 54 社）となりました。これは発足以来最大の規模であり、全国の支部の中でもトッ

プクラスの陣容となっています。また、永年の懸案事項であった沖縄県本社会社の九州支部加入が実現し、沖

縄エリアにおける支部活動の活発化に向けて新たな踏み出しが開始されました。 

活動内容の詳細は、各部会報告に示すとおりですが、運営方針に沿った全体の総括を、以下にご報告いたしま

す。 

 

（１）魅⼒  建設        向  総合的 環境整備 
① 発注機関との意見交換会の開催と「要望と提案」の提起 

既述のように、昨年度と同様、国土交通省九州地方整備局、内閣府沖縄総合事務局および各地方自治体と意見

交換会等（国の機関とは本部・支部で、地方自治体とは支部単独で開催）を実施しました。九州地方整備局お

よび沖縄総合事務局との意見交換会においては、本部作成の地方ブロック意見交換会「要望と提案」および関

連資料に基づいて本部・支部の事前協議を行い、九州地域の特性を踏まえた意見交換を実施しました。また九

州地方整備局とは、支部単独による意見交換会および実務者レベルの業務円滑化調整会議も実施しました。さ

らに、NEXCO 西日本九州支社との定例的な意見交換会開催に向けて事前協議を開始しました。 

九州地方整備局とは、通算して第 5回、第 6回の業務円滑化調整会議を実施しました。そしてその結果を踏ま

えて、整備局と支部との意見交換会を開催するという２段階の会議方式をとり、課題解決に向けた一層効果的

な取組みを進めています。 

各自治体との意見交換会では、建設コンサルタント白書に掲載された全国データに加え、支部会員会社へのア

ンケートによる発注者別のデータを充実させ、それぞれの特徴を考慮した「要望と提案」をとりまとめ、課題

解決型の意見交換ができるように努めました。その際、昨年度と同様、各県部会が主体となって地元会員会社

からの意見をとりまとめて頂き、意見交換内容の充実に努めました。 

九州支部作成の「要望と提案」については会員の声を反映した論理構成による内容とするとともに、各要望項

目の進捗状況を一覧表にするなど、目標の達成度合いを明確に比較検証できるように整理しました。このよう

な工夫を行うことで、各発注者と充実した意見交換会ができるように改善されてきたことに加え、受注者側の

認識する課題に対して発注者側の理解が一層進んで来たと評価されます。 

② 経営の安定化と就業環境の改善および魅力ある職業の確立のための環境整備 

上記の意見交換会においては、公共事業予算の動向を踏まえながら、国の機関および各自治体の今後の発注見

通しについて可能な限りの情報提供を求めるとともに、それを踏まえた会員会社の雇用方針すなわち担い手の

中長期的な育成・確保、および就業環境整備等の方向性検討による経営の安定化に資する取組みを進めました。 

建設分野におけるこの就業環境の改善への取組みは極めて重要な課題であり、とりわけ労働時間の削減とワー

クライフバランスの推進は、建設コンサルタント業界としても、受発注者双方で取り組むべき喫緊の課題です。

平成 30 年度における発注者との意見交換会においても「必要な工期の確保と納期の平準化」、「日常業務遂行

ルールの遵守（いわゆる「ウイークリースタンス」）」や「ノー残業デーへの理解」などを要望し、各発注者よ

り前向きな回答を得ております。特に、九州地方整備局との業務円滑化調整会議においては、次項③の「若手・

女性技術者の活用促進の取組み」を含め、「履行期限の平準化」、「労働環境の改善」、「総合評価落札方式の新

たな取組み」を主要テーマに取り上げ、具体的な指針を盛り込んだ試行業務の実施まで、課題解決に向けた取

組が進んでいます。 

また「ノー残業デー」については、本部主催の全国一斉の取組みに呼応し、支部においても多くの会員会社が

参加しています。 
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③ 若手・女性技術者が働きやすく、活躍できる職場環境作りの推進 

 上記の業務円滑化調整会議において、若手・女性技術者の活躍を促進するような業務発注のあり方を受発注

者協働で検討を行い、具体的な試行業務の実施にまで施策を進めています。また、地方自治体へは、意見交換

会において、九州地方整備局の取組みを紹介しつつ、少しずつでも具体的な取組みが進められるよう要望して

います。 

一方支部においては、昨年度に引き続き「若手技術者交流会」を開催し、若手技術者による業務成果の発表と

活発な意見交換を行いました。この交流会には、大学生の参加も働きかけており、毎年多数の将来の担い手候

補の皆さんが参加しています。発表会後の懇親会は、若手技術者相互のみならず学生と若手技術者の交流の機

会とし、リクルート活動の一環としても効果的な場としています。また、若手技術者への支部活動に関する理

解促進を目的に、広報委員会の活動内容の紹介を行ないました。また夢アイデア部会の「ばり！夢ばかなえ隊」

と協働で「JOB CAFE」を開催し、若手メンバーによる本音のテーマトークを通じて、今後の展望やあり方につ

いて意見交換をしました。 

さらに、女性技術者委員会の主催による「第２回女性技術者交流会」を開催し、『私らしい働き方をするため

に』をテーマとしたワークショップ形式による意見交換を行いました。その成果等をニュースレター第３号・

第４号として発刊するとともに、対外活動委員会や男性技術者等との意見交換を行うなど、活発に活動中です。 

 

（２）技術⼒ 品質 確保 向上 促進 
① 各技術分野における技術力と品質の確保・向上施策の実施 

会員会社の技術力向上の観点からは、河川、道路、環境・都市等の３技術分野、具体的には、河川、ダム、道

路、橋梁、トンネル、環境、都市計画、地方創生等の多岐にわたる個別技術についての各種の技術講演会、現

地見学会、技術セミナー、研究会、発注者との技術意見交換会等を実施しました。 

河川技術分野については、「最近の災害の状況を踏まえた河川行政の現状について」および「九州北部豪雨災

害から得た教訓と今後の防災・減災について」をテーマとした技術講演会、各地の災害復旧現場や建設工事現

場等の見学会、「河川堤防の決壊を防ぐ研究の最前線」を題材にした技術セミナー等を開催するとともに、九

州地方整備局河川部や自治体等との意見交換会を実施しました。 

道路技術分野については、「高速道路の維持管理について」、「AI の基礎および道路分野への活用」、「道路橋示

方書の改定と設計技術者への期待」をテーマとした技術講演会、各地の現場見学会、九州地方整備局との道路

維持管理に関する意見交換会や道路工事課・企画課・九州技術事務所との意見交換会を実施しました。また橋

梁については、ＰＣ建協・橋建協との意見交換会の開催や全国建設研修センターとの共催による「道路橋メン

テナンス技術講習会」を開催しました。 

環境・都市等技術分野については、風景デザイン研究会との共催で「風景・風景観の破壊と創造」をテーマと

した景観分野の技術講習会、「環境 DNA 技術を用いた河川の生態調査への活用」と「新たな環境技術を活用し

た環境評価の今後の展開」をテーマとした環境分野の技術講習会、「持続可能な地域社会形成に向けた今後の

１０年戦略」と「これからの地域づくりにおいて技術者に期待すること」をテーマとした地域計画分野の技術

講習会を開催するとともに、自治体等との意見交換会を実施しました。 

品質向上の観点からは、多様な分野について継続的な改善施策の検討を行うとともに、効果的な情報提供と啓

蒙活動を進めています。具体的には、発注者の技術職員研修会への講師派遣を継続的に実施するとともに、支

部が開催を支援する本部主催の「マネジメントセミナー」や「品質セミナー」への発注者からの参加も促進し、

委託業務に関わる事業全体の品質向上に大きく寄与しています。また、支部独自でエラー防止等に関する地域

セミナーを、平成 30 年度は大分県、宮崎県、鹿児島県にて開催しています。 

② 生産性向上等各種の政策や先進技術等の情報提供と取組みの促進 

本部の関係委員会と連携しながら、各種の政策や先進技術等の情報収集を行うとともに、講習会等を通じて会

員会社へ情報提供を実施しています。具体的には、「GIS 講習会」、「CIM ハンズオン講習会」、「ICT セミナー」

を開催し、また地域会員向けにも「情報セミナー」を実施しています。 

また、i-Construction の推進に関する取組みの一環として、九州地方整備局の設置による「産学官連携会議

（ICT・標準化作業部会）」へ参画し、最新情報の収集と提供を進めています。 

③ 受発注者それぞれの役割を踏まえた今後の維持管理事業への取組みの促進 

上記の技術分野のうち、河川、ダム、道路、橋梁、トンネル等については、九州地方整備局の各担当部局との

意見交換会、勉強会、研究会等を開催し、その中で受発注者協働による今後の維持管理事業のあり方等につい

て検討を進めています。特に橋梁については、「道路橋メンテナンス講習会」の実施や、PC建協・橋建協との

合同研究会等による維持管理事業への取組みを進めています。 
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（３）広報活動の強化と社会貢献活動の推進 
 ① 建設コンサルタントの社会的役割と意義および業務内容等の産学官一体となった広報活動の強化 

 各種の産学官連携によるイベント等の機会を活用しながら、一般市民や学生等を対象に 

建設コンサルタントの社会的役割と意義および業務内容等について、広く情報発信を進め 

ています。具体的には、「土木の日 ファミリーフェスタ 2018」におけるイベントの実施、 

「九州建設技術フォーラム」の一部管理・運営の実施と支部活動 PRブースの設置および 

学生向けリクルーティング広報の実施等を行いました。また、「インフラメンテナンス国民 

会議九州フォーラム」の事務局として、九州における社会資本の維持管理に関わる自治体 

活動や技術開発の推進等について支援を進めています。 

さらに、掲載情報の質・量・更新頻度などについて多面的に配慮したホームページによる広報を継続するとと

もに、担い手の育成・確保という喫緊の最重要課題への根幹的な対応策である入職者の増加については、本部

の広報戦略委員会と協働しながら、リクルートのための広報戦略強化を進めています。さらに、メディアへの

対外広報として、業界紙各社に毎月１回定期的に取材可能情報を連絡するとともに、新聞社取材記事の HP へ

のアップロード等を適宜実施しています。 

② 災害支援活動の充実と防災技術に関わる各種情報等の提供 

平成 30 年度は、「関東地方で大規模地震（都心南部直下型）が発生」との想定のもと、本部と連携した協会全

体の防災訓練を実施し、大規模災害発生時における会員会社への情報伝達および支援活動の即応性等の検証を

行いました。各種団体との災害協定については、新たに熊本県および北九州市と締結しました。これにより、

30 年度末における災害協定締結団体は、九州地方整備局、沖縄総合事務局、熊本県、北九州市、熊本市の５

団体となりました。 

7 月の西日本豪雨により多くの被災箇所が発生した北九州市からの支援要請については、その直前に締結した

災害協定に基づき、会員会社による適切な対応が実施されました。 

また、発生が危惧されている南海トラフ巨大地震に焦点を当てた「防災シンポジウム」を開催しました。防災

についての PR活動としては、「九州建設技術フォーラム」において東日本大震災と九州北部豪雨の現状と復旧

状況に関するパネル展示を行いました。 

③ 各種社会貢献活動等の継続と充実 

現在九州支部が取り組んでいる社会貢献活動は、夢アイデア事業と講師派遣を主要な柱としています（災害協

定に基づく支援活動も社会貢献の重要な内容ですが、これについては前項で整理しています）。 

夢アイデア事業については、提案された夢アイデアをいかに実現化に結び付けていくか、その具体的なアプロ

ーチを進めていくことが、何にもまして重要な社会貢献であると認識しています。そのため、さらに広範な一

般市民の参画を促すとともに、事業推進プロセスの中で、業界をリードし社会貢献に対する強い意欲を持ち、

夢アイデアを現実的な事業として推進していくことのできる有為な人材の育成に取り組んでいます。平成 30

年度も、夢アイデアの募集・審査・表彰とそれらの総括としての交流会の開催を、若手会員の尽力はもちろん

のこと、支部全体が一丸となって実施しました。夢アイデアの応募は九州地域外からも増加し、当該事業の素

晴らしさと九州支部の特徴的な取組みを全国に発信することができました。30 年度も留学生からのエントリ

ーがあり、確実に国際化の方向に進展しています。夢アイデアのテーマについては、高齢化社会を反映して介

護問題や高齢者活用に関する提案が増加しています。 

夢アイデアの実現化に向けた取組みについては、平成 27 年に NPO として登録済みの「ヤギヒツジ ECO プロジ

ェクト」関連諸活動、例えば福岡市舞鶴公園における「ふれあい動物園」の実施や、宮崎県西米良村における

「思い出ＮＡＶＩプロジェクト」および福岡市唐人町商店街における「無礼講ストリート」等の各プロジェク

トを実施しました。またファミリー向けイベントとして「食べられる公園－子育て環境創出プロジェクト」を

実施しました。 

「九州郷づくり共助ネットワーク研究会活動」としては、大分県豊後大野市における柴北川プロジェクトや、

長崎県雲仙市における雲仙プロジェクト等を着実に進めました。また、新しいプロジェクトの立ち上げへの取

組みも開始しました。 

講師派遣については、国土交通省や地方自治体および関連団体等の開催する研修会等へ、依頼に基づき最適な

人材を派遣し、当該職員への情報提供とその技術力向上の促進に取り組んでいます。この講師派遣は、受発注

者双方の共通目標である業務成果の品質向上にも大きく寄与する活動でもあります。30 年度においては、福

岡県市町村職員、宮崎県建設技術センター、鹿児島県建設技術センター、福岡市技術職員、沖縄しまたて協会

への講師派遣を実施しました。 
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（４）職業倫理の保持と法令遵守の徹底 

 ① 職業倫理の保持について啓蒙活動推進 

 「一般社団法人建設コンサルタンツ協会倫理綱領」および「建設コンサルタント技術者の倫理」を常に念頭

に置いて業務遂行にあたるよう、役員会等を通じて会員会社への啓蒙に取り組んでいます。前者については、

現在本部において改訂中であり、九州支部からも適宜必要な意見表明を行っています。 

② 法令遵守の徹底と課題発生時における助言・支援等 

会員会社における法令遵守の徹底を図るため、建設関連五団体共催による「コンプライアンス講習会（旧「独

占禁止法遵守講習会」）」を開催しました。平成 30年度は、「独占禁止法をめぐる最近の状況とその対応」およ

び「消費税の軽減税率制度について」をテーマとして選定しました。 

また、原則として毎月「独禁法に関する特別委員会」を開催し、必要な情報交換と重要課題に対する取組みに

ついての審議等を実施しています。 

さらに、コンプライアンスプログラム未策定会社への推奨案の提起等、必要な対応を継続的に実施中です。 

（５）会員であることによる便益向上の一層の促進 

① 上記４項目による便益について再認識の促進 

毎月開催の三役会議および役員会で種々の支部活動についての審議と方針決定を行い、これに基づき各部会お

よび傘下の委員会活動を実施しています。そして、その成果と課題等についての検討と集約を各委員会および

委員長交流会等において行い、その結果を再び三役会議および役員会にて審議し、新たな活動へ向けて展開し

ていく、という PDCA サイクルによって支部活動を実践しています。その中で、常に上記４項目についての便

益を、会員会社があまねく享受できるように留意するとともに、活動時期の平準化や委員会相互の情報交流の

促進について検討を行い、「会員であることによる便益と満足度の向上」に努めています。特に、地域の会員

会社のご意見等については、本部地域コンサルタント委員会および地域部会を通じて、より一層きめ細かく支

部活動へ反映させる取組みを進めています。とりわけ、全会員会社共通の最重要課題である地域の担い手の確

保・育成については、「(１)魅力ある建設コンサルタントに向けた総合的な環境整備」に記載の通り、若手技

術者委員会・女性技術者委員会等の諸活動を通じて、支部全体の「便益と満足度向上」を増進し、将来に展望

の持てる職業としての確立を目指し取り組んでいます。 

また、30 年度においても、各部会および委員会活動における経費縮減方針の徹底を進め、効率性の高い支部

運営の実践に取り組んでいます。 

この他、会員会社相互の親睦と福利厚生のために、軟式野球大会およびソフトボール大会を開催しました。 

② 企業経営等に関わる各種研修会・講習会による情報提供 

 平成 28年度の支部主催労務管理セミナー「実例から考える労働基準法」に続き、29年度は本部主催の「契

約のあり方講習会」（講師は大森文彦弁護士）を、さらに 30年度は喫緊の最重要課題への対処のため、本部主

催の「働き方改革セミナー」を開催しました。管理部門の職員のみならず、業務実施現場の技術管理者に必須

の極めて実利的な講習内容であり、今後も機会あるごとに情報提供を進めていくことを予定しています。 

 また、本部主催の「経営分析説明会」を毎年継続的に開催しており、企業経営に関わる重要な現状分析と知

見の提供を行っています。さらに本部主管の RCCM 資格試験の支援も毎年継続的に実施しています。 

 ③ 各県部会所属会員のためのサテライト講習会の拡充 

平成 28 年度から、福岡市で開催する各種講習会を各県部会の会員の方々が受講できるように、サテライト受

講システムを導入しました。これも、上記①の「会員であることによる便益と満足度の向上」の取組みの一環

です。30年度においては、九州全県の 10 会場を結んで、発信側・受信側代表者、サテライト WG、企画委員会

協働により、現システムおよび新システムによる中継テストを実施するとともに、各種トラブルに対する対処

方策の検討を実施しました。今後も必要に応じてさらに機能向上や拡充を進めていく予定です。 

 

 30 年度においては、以上の定常的な活動とは別に、九州支部創立 50 周年記念事業を実施しました。 

 記念事業の内容は、以下の通りです。詳細については、後段の準備委員会報告および創立 50 周年記念誌を

ご参照ください。 

  ■ 創立 50 周年「提言」公表（下段参照） 

  ■ 創立 50 周年記念式典・記念講演・記念祝賀会開催 

  ■ つぶやき土木写真コンテスト実施 

  ■ CM 総選挙実施 

  ■ 若手技術者座談会開催 

  ■ 創立 50 周年記念誌・記念 DVD 発刊 
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創⽴ 50 周年 提⾔  
 

 

 

地域に貢献し信頼される永続的産業として、地方支部のロールモデルを目指す 

多発する大規模災害、老朽化が進む社会資本ストック、少子高齢化の急進による担い手不足、首都圏

への過度な集中、財政規律の名のもとに制約が続く予算規模、多くの課題が我々の目前にあります。 

 全国的に広域編制された組織の西を守る九州支部は、地域に貢献し、地域の人々に認知され信頼され

続ける産業として、地方支部としてのロールモデルを目指した活動を強化し、確かな未来をデザインし

ながら、次の 100 年へ繋げてまいります。 

 

 [ 提言１] 産業としての社会的存在価値の強化 

    ● 会員会社の安定的経営の持続 

    ● 官・学・産・民の連携推進、オープン・イノベーションの加速 

 [ 提言２ ] 国土強靭化施策への地理的特性を踏まえた積極的参画 

 [ 提言３ ] 戦略的広報活動の強化 

 [ 提言４ ] 地域活性化施策への能動的取り組みの強化 
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【総務・企画部会】 

１. サテライト講習会運営をサポートしました（企画委員会｜地域部会 各県部会） 
地⽅会員へのサービス向上を⽬的に、福岡市および宮崎市で開催の講習会をライブ中継することで他県からも受講しや
  環境 提供   平成３０年度  以下 講習会      中継         

  
河川セミナー（第１
回） 

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年８⽉２０⽇
佐賀/13 名（4 社） ⻑崎 18/名（3 社）、⼤分/36 名（１１社）、
熊本/14 名（6 社）、宮崎/22 名（9 社） ⿅児島/5 名（3 社） 
計 108 名 

若⼿技術者交流会 開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年８⽉２４⽇
佐賀/3 名（1 社） ⻑崎/12 名（2 社）、⼤分/21 名（2 社）、 
熊本/8 名（2 社）、宮崎/4 名（3 社） ⿅児島/2 名（2 社）  
計 50 名 

河川技術講演会 開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年９⽉４⽇
佐賀/9 名（4 社） ⻑崎/10 名（2 社）、⼤分/24 名（10 社）、 
熊本/9 名（6 社）、宮崎/23 名（10 社） ⿅児島/16 名（7 社） 
計 91 名 

情報セミナーｉｎ宮
崎 

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年９⽉６⽇
佐賀/4 名（2 社） ⻑崎/8 名（2 社）、⼤分/11 名（8 社）、 
熊本/4 名（3 社） ⿅児島/5 名（3 社）  
計 32 名 

環境セミナー 開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年９⽉ 14 ⽇
佐賀/6 名（4 社） ⻑崎/29 名（6 社）、⼤分/22 名（7 社）、 
熊本/7 名（4 社）、宮崎/10 名（7 社） ⿅児島/3 名（3 社）  
計 77 名 

道路技術講演会 開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年１０⽉５⽇
佐賀/6 名（4 社） ⻑崎/22 名（8 社）、⼤分/20 名（8 社）、 
熊本/7 名（4 社）、宮崎/14 名（8 社） ⿅児島/11 名（5 社）  
計 80 名 

品質セミナー”エラー防
⽌のために”(午前/午
後） 

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年１０⽉３１⽇
【午前】 
佐賀/9 名（4 社） ⻑崎/8 名（2 社）、⼤分/25 名（7 社）、 
熊本/7 名（4 社）、宮崎/10 名（6 社） ⿅児島/3 名（2 社） 
計 62 名 
【午後】 
佐賀/11 名（4 社） ⻑崎/8 名（2 社）、⼤分/25 名（7 社）、 
熊本/5 名（4 社）、宮崎/10 名（6 社） ⿅児島/3 名（2 社） 
計 62 名 

河 川 技 術 セ ミ ナ ー
（第２回） 

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年１１⽉７⽇
佐賀/3 名（2 社） ⻑崎/12 名（6 社）、⼤分/6 名（5 社）、 
熊本/2 名（2 社）、宮崎/7 名（4 社） ⿅児島/2 名（1 社）  
計 32 名  

対流   地域活性
化を⽬指して 
 対流促進型国⼟ 
⽀える多様な活動に
     

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年１１⽉１４⽇
佐賀/9 名（6 社） ⻑崎/12 名（4 社）、⼤分/9 名（6 社）、 
熊本/3 名（2 社）、宮崎/10 名（6 社） ⿅児島/4 名（4 社）  
計 47 名  

平成 30 年度防災 
ンポジウム 

開催⽇ 
参加⼈数 
 
 

平成３０年１２⽉７⽇
佐賀 6 名（3 社） ⻑崎/4 名（1 社）、⼤分/11 名（5 社）、 
熊本/1 名（1 社）、宮崎/12 名（6 社） ⿅児島/5 名（3 社）、 
沖縄/5 名（3 社）  
計 46 名  

 
 
 

04 部会の活動 

-13-



2. 2019 年定時総会（総務委員会） 
平成 31 年 4 ⽉ 17 ⽇、2019 年度定時総会を開催し、下記のとおり報告ならびに決議した。 

議  案 
（審議） 第⼀号議案 平成 30 年度事業報告（案）について 

第⼆号議案 平成 30 年度決算（案）及 監査報告について 
第三号議案 役員の改選（案）について 

（報告） 第⼀号議案 2019 年度事業計画について 
第⼆号議案 2019 年度予算について 
第三号議案 ⽀部組織 変更について 

場 所 オリエンタルホテル福岡博多ステーション 3 階「YAMAKASA」 

    

▲2019 年度定時総会 様⼦ 
3. 令和元年度委員⻑交流会（企画委員会） 

イ ベ ン ト 名 令和元年度第 1 回委員⻑交流会 
開 催 ⽇ 令和元年 6 ⽉ 4 ⽇（⽕）15 00 17 00  
場 所 カンファレンスアスクビル 
参 加 者 24 名 (各委員⻑ 企画委員会) 
議 事 1.平成 30 年度第 2 回委員⻑交流会議事録     

2.2019 年度事業運営⽅針     
3.2019 年度予算計画     
4.2019 年度事業計画    （各委員⻑ 事業計画の確認） 
5.その他事項 

・サテライト勉強会開催について 
・JCCA 商標のデザインマニュアルについて 

 

   

▲第 1 回委員⻑交流会 様⼦ 
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4. 建設関連業五団体主催「コンプライアンスに関する会員研修会」（総務委員会） 
現在 社会情勢 踏    改          遵守 重要性       役割 認識 法  理解 深     
研修会を建設関連業五団体共催で開催した。 
イ ベ ン ト 名 建設関連業五団体主催 「コンプライアンスに関する会員研修会」 
開 催 ⽇ 令和元年６⽉１９⽇（⽔）13 30 17 00 
場 所 （財）福岡県中⼩企業振興センター「⼤ホール」(福岡市博多区吉塚本町９-１５) 
参 加 者 ３４１名 （うち建コン会員 １５０名/７３社） 
主 催 団 体 （⼀社）建設コンサルタンツ協会九州⽀部 

（⼀社）福岡県測量設計       協会 
（⼀社）福岡県地質調査業協会 
（⼀社）⽇本補償コンサルタント協会九州⽀部 
（⼀社）全国上下⽔道コンサルタント協会九州⽀部 

内 容 ■「建設業の課題への次の⼀⼿」 
国⼟交通省九州地⽅整備局 建政部  建設産業調整官  天⽅ 正彦 ⽒ 

■「職場におけるハラスメントの防⽌」 
ＮＰＯ法⼈ 福岡ジェンダー研究所 理事 ⾼⽊ ⾥美 ⽒ 

          
▲コンプライアンスに関する会員研修会の様⼦ 

【特別部会】 
１. NEXCO ⻄⽇本九州⽀社 災害協定 締結 

内 容 NEXCO ⻄⽇本九州⽀社 災害協定 締結 
締 結 ⽇ 令和元年６⽉１７⽇（⽉） 
場 所 NEXCO ⻄⽇本九州⽀社 
 

 
2. 福北公社 災害協定 締結 

内 容 福北公社 災害協定 締結 
締 結 ⽇ 令和元年６⽉１９⽇（⽔） 
場 所 福北公社 

 
 

-15-



30 9 21 ( ) 2 60
2 1

6 2

3

1 2

IT AI

1.
2.
3.
4. Part1
5. Part2
6.

-16-



( )

8120013
TEL 0924344340 FAX 0924344342 Facebook @kirapro.kyu

https://www.jcca.or.jp/kyokai/kyushu/female_engineer/index.htmlFacebook QR

H30.12.26( )
20 30 40

https://www.jcca.or.jp/kyokai/kyushu/female_engineer/index.html

H30.11.17( )
1

-17-



1 
 

-18-



2 
 

-19-



2-1 

 

 

 

 

 

  

 

-20-



2-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

-21-



2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-22-



2-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-23-



2-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-24-



2-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-25-



2-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

-26-



2-8 

 

 

 

 

 

  

-27-



2-9 

 

 

-28-



2-10 

 

  

-29-



2-11 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

-30-



2-12 

 

 

 

-31-



1-1 

 

 

 

 

 

-32-



1-2 

 

 

-33-



1-3 

 

 

-34-



1-4 

 

 

-35-



1-5 
-36-



1-6 

 

 

-37-



1-7 
-38-



1-8 
-39-



1-9 
-40-



1-10 
-41-



1-11 
-42-



1-12 
-43-



1-13 
-44-



1-14 
-45-



1-15 
-46-



1-16 
-47-



1-17 
-48-



1-18 
-49-



1-19 
-50-



1-20 
-51-



1-21 
-52-



1-22 
-53-



1-23 

 

-54-



1-24 

 

 

-55-



1-25 

 

-56-



1-26 

 

-57-



1-27 
-58-



1-28 
-59-



1-29 

 

 

-60-



 

【対外活動部会】 

1. ⾃治体  意⾒交換会総括会⾒（対外活動委員会） 
イ ベ ン ト 名 ⾃治体  意⾒交換会総括会⾒ 
開 催 ⽇ 平成 30 年 2 ⽉ 6 ⽇ 
場 所 建  九州⽀部会議室 
参 加 者 建  側 5 名、新聞社５社 
内 容  

⾃治体名 開催⽇ 場所 出席⼈数 
熊本市 2018/10/3 ﾏｽﾆｭｰﾁｭｱﾙ⽣命ビル 2F 会議室 市側 16 ⼈、建コン 23 ⼈ 
熊本県 2018/10/22 県庁本館 11 階 ⼟⽊部会議室 県側 12 ⼈、建コン 20 ⼈ 
⼤分県 2018/10/30 ⼤分県庁新館 6Ｆ⼊札室 県側 9 ⼈、建コン 16 ⼈ 
⻑崎県 2018/10/31 県庁 1 階 ⼤会議室Ｃ 県側 8 ⼈、建コン 14 ⼈ 
沖縄県 2018/11/12 沖縄県市町村⾃治会館 第 1 会議室 県側 6 ⼈、建コン 8 ⼈ 
⿅児島県 2018/11/14 ⿅児島県市町村⾃治会館 403 号室 県側 9 ⼈、建コン 16 ⼈ 
福岡市 2018/11/26 天神ビル 9 号会議室 市側 16 ⼈、建コン 20 ⼈ 
福岡県 2018/11/30 福岡県吉塚合同庁舎 801 会議室 県側 10 ⼈、建コン 21 ⼈ 
宮崎県 2018/12/5 県庁７号館７４４会議室 県側 8 ⼈、建コン 22 ⼈ 
佐賀県 2018/12/6 佐賀県庁 11 階 12 号会議室 県側 7 ⼈、建コン 17 ⼈ 
北九州市 2018/12/18 北九州市本庁 15C 会議室 県側 8 ⼈、建コン 6 ⼈ 

 
2. NEXCO   意⾒交換会（対外活動委員会 道路技術委員会） 

イ ベ ン ト 名 ⻄⽇本⾼速道路(株)九州⽀社  意⾒交換会 
開 催 ⽇ 令和元年５⽉ 21 ⽇（⽕）１5 ００ １７ ００ 
場 所 ⻄⽇本⾼速道路(株)九州⽀社会議室 
参 加 者 建設コンサルタンツ協会１３名、 ⻄⽇本⾼速道路（株）九州⽀社１１名 
内 容 ⻄⽇本⾼速道路（株）⻄⽇本本社 建  本部 意⾒交換会結果 

⻄⽇本⾼速道路（株）九州⽀社   連絡事項 
意⾒交換 

   

   
▲NEXCO   意⾒交換会様⼦ 

04 部会の活動 
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【技術部会】 

1. 各⾃治体へ講師を派遣（講師派遣委員会） 
各⾃治体から職員に対する研修の要望に応じて、会員会社の最適な講師を選任し派遣している。 
平成 30 年度  以下 ⾃治体 派遣    

研修名 開催⽇・場所・講習内容 
福岡県市町村職員研修 平成 30 年 7 ⽉ 10 ⽇ 10 ⽉ 10 ⽇ 

■福岡県建設技術情報センター 
■ 橋梁設計   構造物設計   道路計画」、「下⽔道設計」、 
 ⼟質／地質調査   橋梁点検   景観計画   法⾯設計   河川計画  
■21 回 
■15 名 

宮崎県建設技術センタ
ー研修 

平成 29 年 8 ⽉ 17 ⽇ 10 ⽉ 24 ⽇ 
■宮崎県建設技術センター 
■ 道路保全（既設橋梁耐震対策）   道路調査 計画（      ）  
■2 回 
■2 名 

⿅児島県建設技術  
ター研修 

平成 30 年 10 ⽉ 12 ⽇ 
■⿅児島県建設技術    研修 
■ 橋梁補修設計  
■1 回 
■1 名 

福岡市役所技術研修 平成 30 年 9 ⽉ 26 ⽇ 10 ⽉ 11 ⽇ 
■福岡市役所 15Ｆ講堂、職員研修センター 
■ ⼟質調査 地盤改良⼯法   仮設⼯  
■2 回 
■2 名 

沖縄しまたて協会 平成 30 年 8 ⽉ 28 ⽇ 
■ 橋梁  設計 施⼯  道路（⼩構造物 排⽔）  設計 施⼯, 
 道路（法⾯）  設計 施⼯ 
■3 回 
■3 名 

 
2. ガタ⼯会 第⼀回講演会（河川技術委員会） 

イ ベ ン ト 名 ガタ⼯会 令和元年度第 1 回講演会「有明沿岸の地質特性」 
開 催 ⽇ 令和元年５⽉２０⽇（⽉）１４ ００ １７ ００ 
場 所 グランデはがくれ １階 ハーモニーホール(佐賀市天神 2-1-36) 
参 加 者 建設コンサルタント９７名、発注者５２名 
内 容 講演者 三浦 哲彦（佐賀⼤学 名誉教授、軟弱地盤研究所 所⻑） 

演題  有明海沿岸 地質    （堆積環境 地盤特性    ）  

   
▲ガタ⼯会第⼀回講演会の様⼦ 
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3. 直轄河川 災害復旧事業 関  講習会（河川技術委員会） 
イ ベ ン ト 名 直轄河川 災害復旧事業 関  講習会 
開 催 ⽇ 令和元年５⽉２４⽇（⾦）１４ ００ １６ ００ 
場 所 九州地⽅整備局 2 階共⽤第 2,3 会議室 
参 加 者 建設コンサルタンツ協会５４名（２４社） 
内 容 直轄河川災害復旧事業 概要 

災害申請書 作成  上  留意点 
その他 

   

▲直轄河川 災害復旧事業 関  講習会 様⼦ 
 
4. マネジメントセミナー（品質向上委員会、本部 マネジメントシステム委員会） 

イ ベ ン ト 名 令和元年度            （九州会場) 
開 催 ⽇ 令和元年７⽉５⽇（⾦）９ １０ １６ ３０ 
場 所 ■福岡本会場 天神ビル 11 階 10 号会議室 

■サテライト会場  
  佐賀  九州技術開発(株) 会議室（佐賀市鍋島 5-7-23） 
  ⻑崎  ⻑崎卸    組合会館 第１ ２会議室（⻑崎市⽥中町 1201） 
  ⼤分  コンパルホール 304 会議室（⼤分市府内町 1-5-38） 
  熊本  (株)九州開発エンジニヤリング別館（熊本市東区健軍本町 33-5-2F ） 
  宮崎  (株)晃和コンサルタント 会議室（宮崎市⼤字本郷北⽅ 3009-1） 
  ⿅児島 (株)萩原技研会議室（⿅児島市⼭下町 16-20）  
  沖縄  (株)ホープ設計 会議室（那覇市⾸⾥⾚⽥町 3-5） 

参 加 者 ■福岡本会場 企業  169 名( 71 社) 発注者団体  3 名（ 1 団体）   
合計  172 名  
■サテライト会場 
佐賀 会員 17 名( 8 社) ⻑崎 会員 17 名( 4 社)、⼤分 会員 42 名( 10 社) 
熊本 会員 10 名( 6 社)、宮崎 会員 8 名( 5 社) ⿅児島 会員 2 名( 2 社) 
沖縄 会員 20 名( 2 社)                            計 288 ⼈ 

内 容 ■趣旨説明 建設コンサルタントとマネジメント 
■PPP/PFI  政策動向 事例紹介 
   PPP/PFI 活⽤ 多様化 ⼩規模⾃治体  拡⼤  
■CM ⽅式 更  活⽤ 向   
   ＣＭ⽅式活⽤ ⼿引 （案） 改定 今後 普及拡⼤  
■環境配慮経営に向けて 
  SDGｓ 軸   環境配慮 展開  
■マネジメントシステムの効果的運⽤に向けて 
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   品質           課題 運⽤事例  
■品質の確保・向上に向けて 
   次             

    
▲マネジメントセミナー福岡本会場の様⼦           ▲サテライト佐賀会場の様⼦ 

    
▲サテライト佐賀会場の様⼦     ▲     ⻑崎会場 様⼦       ▲サテライト⼤分会場の様⼦ 

    
▲サテライト⼤分会場の様⼦ 

    
▲サテライト熊本会場の様⼦ 

    
▲サテライト宮崎会場の様⼦                ▲     ⿅児島会場 様⼦ 
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▲     ⿅児島会場 様⼦                ▲サテライト沖縄会場の様⼦ 

 
4. ＧＩＳ講習会（情報委員会） 

イ ベ ン ト 名 GIS 講習会（初級編）【福岡】 
GIS 講習会（中級編）【福岡】 

開 催 ⽇ 令和元年 7 ⽉ 18 ⽇（⽊） 7 ⽉ 19 ⽇（⾦）１０ ００ １7 ００ 
場 所 天神ビル 11 階 1 号会議室 
参 加 者 初級編 ２７名（15 社）、中級編 ２６名（18 社） 
内 容 コンサルタント技術者が実際にパソコンを操作しながら、実際のコンサルタント業務に GIS ツールを

どのように適⽤するのかを修得した。 
■初級編 7 ⽉ 18 ⽇(⽊) 

これまで GIS を使った事が無い技術者を対象に、GIS  概念     機能等 講習   
     使  講師 操作説明 従  操作      取 込   作成 分析 綺麗 
地図 出⼒    基本的 GIS 操作を習得することを⽬標とする。  
使⽤    ArcGIS Pro。 

■中級編 7 ⽉ 19 ⽇(⾦) 
初級編の技術レベルを習得している技術者を対象に、主にデータの分析の実習 ⾏  実
践的な GIS 操作を習得することを⽬標とする。 
使⽤    ArcGIS Pro。 

     

▲令和元度 GIS 福岡の様⼦   
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【夢アイデア部会】 

1.⼦育 環境 考  会      （海編）（夢    実⾏委員会） 
イ ベ ン ト 名 第１回⼦育て環境を考える会プロジェクト（海編） 
開 催 ⽇ 令和元年７⽉２7 ⽇ （⼟）13 00 15 00 
場 所 志賀島 勝⾺海⽔浴場 
参 加 者 24 名 
内 容 ⼦育て環境を考える会プロジェクト海編として、 

志賀島 勝⾺海⽔浴場  海 ⽣物 探  ⾏     実施    
報 告 書 実施速報 

  
2.柴北川      （九州郷   共助      研究会） 

イ ベ ン ト 名 柴北川       
開 催 ⽇ 令和元年 6 ⽉ 22 ⽇  6 ⽉ 23 ⽇ 
場 所 豊後⼤野市⽝飼町⻑⾕地区 
参 加 者 16 名 
内 容 ⽥植え会、私のこだわりトーク、他 
報 告 書 柴北川ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ通信 

  
3.      夢    作品募集開始（夢    実⾏委員会） 

イ ベ ン ト 名 第 17 回まちづくりに関する提案の募集を開始 
開 催 ⽇ 令和元年 7 ⽉ 1 ⽇  9 ⽉ 30 ⽇ 
場 所 ⽥植え会、私のこだわりトーク、他 
案 内 2019 年応募案内チラシ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

04 部会の活動 
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1 
 

 夢アイデア実現化プロジェクト 

「子育て環境を考えるプロジェクト 海の生物を探しに行こう！」 

実施速報（2019 年 7月 27 日（土）） 

 

１．子育て環境を考えるプロジェクトとは？ 

「子育てに良い環境とは？」「親が育てやすい環境とは？」という二つのテーマで、子

育て環境に良い遊び場を発掘する活動を行っています。 

２．実施日時・実施場所 

  2019 年 7 月 27 日（土）13 時～15 時、志賀島 勝馬海水浴場 

３．実施状況概要 （参加者 24 名） 

建コン協会会員向けに行いましたが、建コン協会の生き物の専門家の協力を得て、イ

ベント中は、子供たちからの「これ何～」の質問攻めに対して、丁寧に詳しく説明して

頂き、参加した子供たちも大変満足そうでした。 
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 企業名 所在地 電話 

1 ㈱ｱｻﾉ大成基礎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 九州支社 812-0872 福岡市博多区春町 1-6-6 092-571-5681 

2 朝日開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱  892-0847 鹿児島市西千石町 5-1 099-226-6800 

3 朝日航洋㈱九州空情支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-12-1 092-437-5905 

4 朝日テクノ㈱  840-0203 佐賀市大和町大字梅野 280 0952-37-9300 

5 ｱｼﾞｱｴﾝﾁﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  815-0031 福岡市南区清水 1-14-8 092-553-2800 

6 ㈱ｱｼﾞｱ建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  815-0082 福岡市南区大楠 2-8-13 092-521-5931 

7 アジア航測㈱ 福岡支店 812-0011 福岡市博多区博多駅前 4-9-2 092-441-1480 

8 ㈱有明測量開発社 861-4108 熊本市南区幸田 2-7-1 096-381-4000 

9 いであ㈱ 九州支店 812-0055 福岡市東区東浜 1-5-12 092-641-7878 

10 ㈱ウエスコ 九州支社 812-0016 福岡市博多区博多駅南 2-4-11 092-483-3291 

11 ｴｲｺｰ・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱  815-0083 福岡市南区高宮 5-10-12 092-534-8150 

12 ㈱エイト日本技術開発 九州支社 812-0018 福岡市博多区住吉 3-1-80 092-686-9941 

13 ㈱エース 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-9-25 092-292-0821 

14 ㈱ｴｽｹｲｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  818-0072 筑紫野市二日市中央 1-1-50 092-925-4880 

15 ㈱ｴｽｼﾞｰ技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 840-0805 佐賀市神野西 4-18-25 0952-31-7881 

16 ㈱ｴﾑ･ｹｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0882 福岡市博多区麦野 6-14-19 092-573-2777 

17 ㈱オオバ 九州支店 810-0074 福岡市中央区大手門 1-１-12 092-714-7521 

18 扇精光ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱  851-0134 長崎市田中町 585-4 095-839-2114 

19 応用地質㈱ 九州事務所 811-1302 福岡市南区井尻 2-21-36 092-591-1840 

20 ㈱ｵｰﾋﾞｯﾄ  812-0894 福岡市博多区諸岡 1-25-41 092-589-3418 

21 ㈱ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 九州支社 812-0011 福岡市博多区博多駅前 3-2-8 092-411-6209 

22 ㈱片平新日本技研 福岡支店 810-0073 福岡市中央区舞鶴 1-2-22-3F 092-771-1170 

23 川崎地質㈱  九州支社 812-0016 福岡市博多区博多駅南 1-8-34 092-292-4386 

24 ㈱技術開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0036 福岡市博多区上呉服町 12-8 092-271-2518 

25 基礎地盤ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱ 九州支社 814-0022 福岡市早良区原 2-16-7 092-831-2511 

26 九建設計㈱  876-0822 佐伯市西浜 3-43 0972-22-4126 

27 ㈱九州開発ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ  862-0912 熊本市東区錦ｹ丘 33-17 096-367-2133 

28 九州技術開発㈱  849-0937 佐賀市鍋島 5-7-23 0952-32-1112 

29 九州建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  870-0946 大分市大字曲 936-1 097-569-9595 

30 九州工営㈱  880-0015 宮崎市大工 2-117 0985-28-1122 

31 九州電技開発㈱  810-0005 福岡市中央区清川 2-13-6 092-533-5177 

32 ㈱九州土木設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  880-0123 宮崎市大字芳士 3701-59 0985-39-3330 

33 九和設計㈱  806-0068 北九州市八幡西区別所町 2-38 093-641-3773 

34 協同ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  870-0876 大分市大字三芳 1238-1 097-545-2111 

35 ㈱共同技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  880-0824 宮崎市大島町山田ｹ窪 1926-1 0985-29-0240 

36 ㈱橋梁ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 西日本支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 1-9-11 092-461-2011 

37 ㈱キョウワ  879-0627 豊後高田市新地 1952-3 0978-24-3062

05 令和元年 7 ⽉現在 会員名簿 
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企業名 所在地 電話 

38 ㈱協和ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 九州支社 810-0001 福岡市中央区天神 3-11-20 092-733-1241 

39 ㈱熊本建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 862-0917 熊本市東区榎町 16-52 096-367-4111

40 ㈱ケイディエム 883-0005 日向市中堀町 3-119 0982-52-0696 

41 ㈱ケー・シー・エス 九州支社 812-0011 福岡市博多区博多駅前 1-4-4 092-472-4521 

42 ㈱建設環境研究所 九州支社 812-0023 福岡市博多区奈良屋町 2-1 092-271-6600 

43 ㈱建設技術研究所 九州支社 810-0041 福岡市中央区大名 2-4-12 092-714-2211 

44 ㈱建設技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ  890-0007 鹿児島市伊敷台１-22-1 099-229-2800 

45 ㈱建設技術ｾﾝﾀｰ  812-0023 福岡市博多区奈良屋町 1-1 092-283-6610 

46 ㈱建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｻﾆｰ  870-0952 大分市下郡北 3-18-43 097-567-8600 

47 ㈱晃和ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  880-0925 宮崎市大字本郷北方 3009-1 0985-51-5818 

48 ㈱興和測量設計  861-5501 熊本市北区改寄町 2141-1 096-272-7711 

49 国際技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  849-0203 佐賀市久保田町大字新田 3797-3 0952-51-3711 

50 国際航業㈱ 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-6-3 092-451-5001 

51 ㈱国土開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  880-0015 宮崎市大工 3-155 0985-24-6487 

52 ㈱国土技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ  890-0008 鹿児島市伊敷 2-14-10 099-229-0030 

53 ㈱コスモエンジニアリング  843-0001 武雄市朝日町大字甘久 3796 0954-23-0200 

54 ㈱五省ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0027 福岡市博多区下川端町 9-12-4F 092-281-4210 

55 ㈱コンサルハマダ  861-8034 熊本市東区八反田 1-1-15 096-385-1171 

56 ㈱サザンテック  876-0802 佐伯市日の出町 2-10 0972-23-2616 

57 ㈱佐藤設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  879-7111 豊後大野市三重町赤嶺 902 0974-22-6432 

58 産業開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 812-0044 福岡市東区筥松 3-13-9 092-621-7118 

59 ㈱ｻﾝ建ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  879-5502 由布市挾間町向原 1298-1 097-583-4218 

60 ｻﾝｺｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 九州支社 810-0802 福岡市博多区中洲中島町 2-3-6F 092-271-2903 

61 ㈱サンコンサル  812-0888 福岡市博多区板付 2-5-4 092-582-1290 

62 ㈱三洋コンサルタント 九州支店 800-0031 北九州市門司区高田 1-3-1 093-342-8240 

63 ｼﾞｰｱﾝﾄﾞｴｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  812-0007 福岡市博多区東比恵 3-24-9 092-481-3100 

64 ＪＲ九州ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱  812-0013 福岡市博多区博多駅東 1-1-14 092-413-1021 

65 シビックアーツコンサルタント㈱  815-0041 福岡市南区野間 1-27-1 092-555-4151 

66 ㈱新栄設計事務所  857-0051 佐世保市浜田町 2-27 0956-25-1549 

67 新日本開発工業㈱ 九州事務所 812-0038 福岡市博多区祇園町 8-12-1027 092-273-2300 

68 ㈱新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  890-0034 鹿児島市田上 8-24-21 099-281-9143 

69 ㈱親和ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  849-0933 佐賀市卸本町 7 番 25 号 0952-32-1348 

70 ㈱ｽﾘｰｴﾇ技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0043 福岡市博多区堅粕 4-24-14 092-482-7800 

71 精巧ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  879-5103 由布市湯布院町川南 11-3 0977-85-3344 

72 ㈱精工コンサルタント  847-1211 唐津市北波多岸山 611 番地 16 0955-64-2237 

73 ㈱西部技建ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  886-0004 小林市細野 4158 0984-24-0511 

74 ㈱西部技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0016 福岡市博多区博多駅南 4-18-12 092-437-5711 

75 ｾﾝﾄﾗﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-11-28 092-432-5385 

76 ㈱綜合技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支店 812-0011 福岡市博多区博多駅前 1-9-3 092-432-0555
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企業名 所在地 電話 

77 ㈱第一技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  815-0036 福岡市南区筑紫丘 2-6-11 092-554-1773 

78 第一復建㈱  815-0031 福岡市南区清水 4-2-8 092-557-1300 

79 ﾀﾞｲｴｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  879-0311 宇佐市大字森山 1813-5 0978-32-0584

80 ㈱大進  890-0016 鹿児島市新照院町 21-7 099-239-2800 

81 ㈱大進コンサルタント  861-2102 熊本市東区沼山津 4-2-22 096-365-0112 

82 大成ｼﾞｵﾃｯｸ㈱  830-0038 久留米市西町 1174-10 0942-34-5622 

83 大日本コンサルタント㈱ 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-10-35   092-441-0433 

84 大福コンサルタント㈱  890-0068 鹿児島市東郡元町 17-15 099-251-7075 

85 ㈱太平設計  802-0023 北九州市小倉北区下富野 1-6-21 093-551-1413 

86 ㈱ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支社 812-0044 福岡市博多区千代 5-3-19 092-645-1280 

87 太陽技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  882-0062 延岡市松山町 1170-1 0982-33-2107 

88 大洋測量設計㈱  879-0444 宇佐市大字石田 44 0978-32-4234 

89 ㈱高崎総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  839-0809 久留米市東合川 3-7-5 0942-44-8333 

90 玉野総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 福岡支店 812-0007 福岡市博多区東比恵 1-2-12 092-451-6141 

91 ㈱地圏総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支店 810-0041 福岡市中央区大名 2-4-12 092-731-1121 

92 中央開発㈱ 九州支社 814-0103 福岡市城南区鳥飼 6-3-27 092-831-3111 

93 ㈱中央技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 西日本支社 862-0950 熊本市中央区水前寺 6-27-25 096-383-5353 

94 中央コンサルタンツ㈱ 福岡支店 812-0039 福岡市博多区冷泉町 2-1 092-271-2541 

95 中央復建ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱ 九州支社 812-0038 福岡市博多区祇園町 4-61 092-282-0441 

96 ㈱長大 福岡支社 810-0004 福岡市中央区渡辺通 1-1-1 092-737-8360 

97 ㈱千代田ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支店 812-0018 福岡市博多区住吉 2-2-1-3F 092-262-0770 

98 ㈱ﾃｸﾉ  839-0809 久留米市東合川 3-1-21 0942-44-8700 

99 ㈱ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  870-0108 大分市三佐 1-5-14 097-527-5111 

100 東亜建設技術㈱  819-0046 福岡市西区西の丘 1-7-1 092-892-7710 

101 ㈱東亜ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0007 福岡市博多区東比恵 3-28-10 092-415-1313 

102 東亜ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  870-0150 大分市東原 1-20-17 097-558-4884 

103 ㈱東京建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支社 812-0016 福岡市博多区博多駅南 2-12-3 092-432-8000 

104 ㈱東光ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 九州支店 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-3-3 092-472-3323 

105 ㈱ﾄｰﾆﾁｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支店 812-0011 福岡市博多区博多駅前 2-6-10 092-686-7300 

106 東洋技術㈱  870-0856 大分市大字畑中 433 097-554-5330 

107 東洋測量設計㈱  879-2421 津久見市大字津久見 515 0972-82-5646 

108 ㈱ﾄｷﾜ・ｼﾋﾞﾙ  812-0882 福岡市博多区麦野 1-22-3 092-571-3737 

109 豊福設計㈱  857-0136 佐世保市田原町 9-15 0956-41-4333 

110 内外ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 福岡支社 812-0016 福岡市博多区博多駅南 3-20-3 092-431-2851 

111 ㈱西田技術開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  880-0911 宮崎市大字田吉 6186-5 0985-52-1227 

112 西鉄ｼｰ･ｲｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  815-0033 福岡市南区大橋 2-8-1 092-235-9140 

113 西日本・開発ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  810-0022 福岡市中央区薬院 3-13-23 092-526-8887 

114 西日本技術開発㈱  810-0004 福岡市中央区渡辺通 1-1-1 092-781-2831 

115 西日本建技㈱  812-0013 福岡市博多区博多駅東 1-13-6 092-441-7676

-85-



企業名 所在地 電話 

116 西日本ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  870-0852 大分市大字奥田 646-1 097-543-1818 

117 西日本総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  849-0902 佐賀市久保泉町大字上和泉 3114‐3 0952-98-2141

118 ㈱西日本測量設計  830-0051 久留米市南 1-14-11 0942-32-2323 

119 ㈱日建技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 九州支社 812-0024 福岡市博多区綱場町 8-23 092-263-5250 

120 ㈱日建ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  870-0018 大分市豊海 3-7-7 097-534-0313 

121 日進コンサルタント㈱  871-0025 中津市万田 602-2 0979-24-5436 

122 ㈱日水コン 九州支所 812-0038 福岡市博多区祇園町 7-20 092-282-1354 

123 ㈱日設コンサルタント  812-0024 福岡市博多区綱場町 9-28-3F 092-262-2377 

124 日鉄鉱ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 九州本社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-6-23 092-451-6467 

125 ㈱日本インシーク 九州支店 812-0011 福岡市博多区博多駅前 1-9-3 092-433-2771 

126 日本工営㈱ 福岡支店 812-0007 福岡市博多区東比恵 1-2-12 092-475-7131 

127 日本交通技術㈱ 九州支店 812-0012 福岡市博多区博多駅中央街 8-20 092-433-3070 

128 ㈱日本港湾ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 西日本事業本部九州支店 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-13-28-7F 092-482-0354 

129 日本振興㈱ 九州支店 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-5-21-2F 092-481-0264 

130 日本地研㈱  812-0894 福岡市博多区諸岡 5-25-25 092-571-2764 

131 ㈱ニュージェック 九州支店 810-0001 福岡市中央区天神 2-8-30-4F 092-715-3301 

132 ㈱萩原技研  892-0816 鹿児島市山下町 16-20 099-222-8700 

133 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱ 九州支社 812-0012 福岡市博多区博多駅中央街 7-21 092-418-8020 

134 ㈱パスコ 九州事業部 812-0007 福岡市博多区東比恵 3-5-2 092-451-3522 

135 ㈱東九州ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  882-0861 延岡市別府町 4209-2 0982-33-1120 

136 ㈱久永ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  890-0007 鹿児島市伊敷台 1-22-2 099- 228-6600

137 日向測量設計㈱  883-0013 日向市新生町 1-72 0982-52-5445 

138 ﾌｪﾆｯｸｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  880-0121 宮崎市大字島之内字境田 6652 0985-39-2914 

139 ㈱福山ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-6-18 092-471-0211 

140 ㈱冨士設計  870-0942 大分市大字羽田 930-1 097-574-5318 

141 ㈱復建ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ 福岡支社 810-0041 福岡市中央区大名 2-12-15-2F 092-716-6262 

142 復建調査設計㈱ 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 3-12-24 092-471-8324 

143 ㈱ホープ設計 903-0813 那覇市首里赤田町 3-5 098-911-9073 

144 ㈱間瀬ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 福岡支店 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-6-28 092-471-6610 

145 ㈱松尾設計  805-0061 北九州市八幡東区西本町 2-5-5 093-661-4970 

146 松本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱  871-0161 中津市大字上池永 1285-10 0979-23-3636 

147 ㈱水野建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  862-0933 熊本市東区小峯 2-6-26 096-365-6565 

148 ㈱溝田設計事務所  830-0032 久留米市東町 480-16 0942-38-6548 

149 三井共同建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 九州支社 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-14-1 092-441-3872 

150 ㈱宮崎産業開発  880-0022 宮崎市大橋 3-225 0985-27-7103 

151 八洲開発㈱  862-0920 熊本市東区月出 1-1-52 096-384-3225 

152 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ㈱ 九州支店 810-0062 福岡市中央区荒戸 2-1-5 092-751-1431 

153 ㈱ワコー 861-4172 熊本市南区御幸笛田 3-19-1 096-370-3333 

（令和元年 7 ⽉ 1 ⽇現在 153 社） 

-86-


	00_表紙
	01_支部長ご挨拶
	02_支部組織図
	03_2019年度事業運営方針
	03_平成30年度事業報告
	04_部会の活動
	総務・企画部会
	特別部会
	対外活動部会
	技術部会
	夢アイデア部会

	05_会員名簿

